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Ⅰ．新地⽅公会計制度及び当町の財務４表について

１ 新地⽅公会計制度に基づく財務４表について

地⽅公共団体の会計制度は、現⾦主義による単年度ベースでの財務書類や統計情報による

財務分析が主流になっていました。この仕組みは、単年度での収⽀状況を正確に把握する意

味では効果的ですが、現⾦以外の資産やそれらの資産形成に要した費⽤や債務についての情

報が⾒えにくいという問題があります。

公会計制度は、平成１８年８⽉に「地⽅公共団体における⾏政改⾰のさらなる推進のため

の指針の策定について」という通知の中で、公会計の推進が要請され、町村においては、平

成２３年度までに貸借対照表、⾏政コスト計算書、資⾦収⽀計算書、純資産変動計算書の４

表の整備、作成が求められました。

当町においては、平成２２年度決算分から作成しております。総務省が⽰す公会計モデル

には、総務省基準モデル、総務省⽅式改訂モデルがあり、総務省基準モデルというのは、固

定資産台帳の整備が前提となっており、精密であるが初期準備が大変だというモデルである

⼀⽅、総務省⽅式改訂モデルは、決算統計の数値を組み替えることで作成が簡易であるとい

うことから、多くの自治体で採用されています。他にも東京都モデル、大阪府モデルなど固

定資産の評価基準や税収、補助⾦収⼊の取り扱いなどの考え⽅が異なるモデルが乱⽴してい

ることから、団体間の比較もできないのが現状です。

こうしたことから、総務省は、平成２７年１⽉に固定資産台帳が未整備である団体は早期

に台帳整備するよう要請するとともに、統⼀的な基準も設けて、より精度の高い、また団体

間で⽐較可能な財務諸表を平成２９年度までに作成するよう⾃治体に通知をしました。

これを受け、当町では平成２７年度に固定資産台帳を整備し、平成 29 年度までに統⼀的

な基準に基づく財務諸表を作成することとしています。

２ 作成モデルについて

財務諸表には、「総務省⽅式改訂モデル」と「基準モデル」の 2 つの基本モデルがあります。

それぞれの概要は下記のとおりです。

●総務省⽅式改訂モデル･･･地⽅財政状況調査（決算統計）の数値を活⽤する旧総務省⽅式を

継承しつつ、段階的に固定資産台帳を整備し資産評価を⾏う方式

●基準モデル･･･固定資産台帳の整備による公正価値評価とすべての取引・会計事象を官庁会

計の単式・現⾦主義会計から複式・発⽣主義会計に置き換えて作成する⽅式

本町は、「総務省⽅式改訂モデル」により普通会計ベースの財務諸表及び普通会計に公営事



業会計を加えた町全体の財務諸表を作成いたしました。

今後は、一部事務組合等を含めた連結会計の財務諸表を作成するとともに、固定資産台帳

に基づいて、適正な資産評価額を把握するなど財務諸表の精度向上に努めることにより、町

⺠の皆様にわかりやすい財務情報が提供できるよう取り組んでまいります。

３ 財務諸表

財務諸表は①賃借対照表、②⾏政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資⾦収⽀計算書

の４表により構成されています。

① 貸借対照表（バランスシート）

住⺠サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財

源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した財務諸表です。表内の資産合

計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右の均衡がとれていること

からバランスシートとも呼ばれています。

② ⾏政コスト計算書

町の⾏政活動は、資産形成につながらない⾏政サービスが⼤きな割合を占めています。

⾏政コスト計算書は、１年間（4 月 1 ⽇から翌年 3 月 31 ⽇まで）の⾏政活動のうち、福

祉給付やごみの収集といった資産形成に結びつかない⾏政サービスに係る経費と、その⾏

政サービスの対価として得られた収⼊⾦等の財源を対⽐させた財務諸表であり、⺠間企業

の損益計算書に相当します。

③ 純資産変動計算書

①貸借対照表内の「純資産の部」に計上されている各数値が 1 年間でどのように変動し

たかを表している財務諸表です。

④ 資⾦収⽀計算書（キャッシュ・フロー計算書）

歳計現⾦（資⾦）の出⼊りの情報を、性質の異なる 3 つの区分（「経常的収支の部」、「公

共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）に分けて表示した財務諸表です。

４ 財務諸表作成の前提条件

基準日は平成２７年３⽉３１⽇とし、出納整理期間（平成２７年４⽉１⽇から平成２７年

５⽉３１⽇まで）における資⾦の出⼊りは、基準⽇までに完了したものとして処理していま

す。

基礎数値については、地⽅財政状況調査（決算統計）の数値を⽤いて、昭和４９年度分か

ら積算して算出しています。



Ⅱ．普通会計財務４表について

与謝野町の平成２６年度決算における財務４表（普通会計）の概要は下記のとおりです。

普通会計とは、全国の市町村と比較できるように、統一的な基準に基づいた会計区分のこと

であり、与謝野町では、一般会計に土地取得特別会計を合わせた会計になります。

（単位：百万円）

資産 45,341 負債＋純資産 45,341

負債 14,983
（内訳）

公共資産 39,623
（道路、公園、学校など） （借入金や将来支払う退職

投資等 3,224 手当など）

（基金、出資金、貸付金など）

流動資産 2,493 純資産 30,357
（現金・預金財政調整基金など）

うち歳計現金 251
（現世代が既に負担して支払

いが済んでいる正味の資産）

期首純資産残高 30,415
経常行政コスト 10,338 当期増減

（内訳）人に係るコスト 1,611 （内訳）純経常行政コスト △ 9,810
（人件費など） その他 9,752
物にかかるコスト 3,784
（物件費など） 期末純資産残高 30,357
移転支出的なコスト 4,797
（扶助費、補助費、繰出金など）

その他のコスト 147

（地方債利子など）

経常収益 528
（使用料、手数料など）

期首資金残高 234
純経常行政コスト 9,810

経常的収支 2,682
公共資産整備収支 △ 356
投資財務的収支 △ 2,309
当期収支 17

期末資金残高 251

与謝野町 財務書類４表の概要（平成26年度決算）（普通会計）

貸借対照表（27.3.31現在）

行政コスト計算書 (H26) 純資産変動計算書 (H26)

資金収支計算書 (H26)

所有する資産です

将来負担する額です

既に負担した額です

「貸借対照表」とは、ストックベースで、現金のみならず、建物や土地なども含めた資産が現
在いくらあって、その資産形成にどれだけの負債を負っているかなどを示すもので、資産・
負債・純資産の３つの要素から構成されています。

資産形成につながらない、行政サービスに
かかるコストを示すもの

純資産がどのように増減したか示すもの

現金の動きを整理し、示すもの



Ⅲ．普通会計財務４表の分析について

１ 純資産⽐率

町が所有する資産のうち、負債を差し引いた正味の財産を示すものです。市町村普通会計

の平均的な割合は６０％〜７０％といわれています。

純資産合計 30,357,284 千円

資産合計 45,340,639 千円

２ 社会資本形成に係る世代間負担⽐率

道路や公園など現存する社会資本形成に対する現在までの世代の負担割合を⾒ることがで

きます。また地⽅債に着⽬し、今後の世代によって負担される割合を⾒ることができます。

純資産合計 30,357,284 千円

公共資産合計 39,622,995 千円

地方債残高 13,341,114 千円

現役世代負担⽐率は、市町村の平均的な割合が５０％〜９０％といわれており、当町はこ

の範囲内にあります。また将来世代負担⽐率の平均的な割合は１５％〜４０％と⾔われてい

ます。

３ 歳⼊額対資産⽐率

社会資本として形成された固定資産や積み⽴てられた基⾦などの資産の総額が何年分の歳

⼊に相当するかを表したものです。この⽐率が⾼いほど社会資本の整備が進んでいるものと

いえます。

資産合計 45,340,639 千円

歳入総額 12,725,261 千円

歳⼊額対資産⽐率の平均的な⽐率は３．０〜７．０といわれており、当町は平均的な数値の範

囲に位置しているといえます。

現役世代負担比率＝純資産合計÷公共資産合計×１００＝７６．６％

将来世代負担比率＝地方債残高÷公共資産合計×１００＝３３．７％

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額＝３．５６

純資産比率＝純資産合計÷資産合計×１００＝６７．０％



４ 有形固定資産の⾏政⽬的別割合

貸借対照表に計上された有形固定資産の⾏政⽬的別割合を⾒ることにより、⾏政分野ごとの公

共資産形成の比重を把握することができます。

①生活インフラ

・国土保全
41.0%

②教育
19.2%

③福祉
2.7%

④環境衛生
6.0%

⑤産業振興
14.9%

⑥消防
2.7%

⑦総務
13.6%

⽣活インフラ・国⼟保全（道路など）、教育（学校等）が⼤きな割合を占めるのが⼀般的であり、

与謝野町も生活インフラ・国土保全及び教育で約６割を占めています。

５ 受益者負担⽐率

⾏政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の⾦額であるため、経常収益の⾏政コスト

に対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。平均的な⽐率は、

２％から８％の間といわれています。

経常収益 527,799 千円

経常⾏政コスト 10,338,028 千円

６ ⾏政コスト対公共資産⽐率

⾏政コストの公共資産に対する⽐率を⾒ることで、資産を活⽤するためにどれだけのコストが

かけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの⾏政サービスを提供しているかを⾒る

ことができます。平均的な⽐率は、１０％から３０％の間といわれています。

経常⾏政コスト 10,338,028 千円

公共資産合計 39,622,995 千円

有形固定資産総額

39,622,995

受益者負担比率（全体）＝経常収益÷経常行政コスト×１００＝５．１％

行政コスト対公共資産比率（全体）＝

経常行政コスト÷公共資産合計×１００＝２６．１％



７ ⾏政コスト対税収等⽐率

純経常⾏政コストに対する⼀般財源等の⽐率を⾒ることにより、当年度に⾏われた⾏政サービ

スのコストから受益者負担分を除いた純経常⾏政コストに対してどれだけが当年度の負担で賄わ

れたかが分かります。平均的な⽐率は、９０％から１１０％の間といわれています。

純経常⾏政コスト 9,810,229 千円

一般財源（その他一財） 7,980,277 千円

補助⾦等受⼊（その他⼀財） 1,781,201 千円

８ 地⽅債の償還可能年数

町が抱えている地⽅債を経常的に確保できる資⾦で返済した場合、何年で返済できるかを表す

指標で、借⾦の多寡や債務返済能⼒を測るものです。平均的な⽐率は、３年から９年の間といわ

れています。

地方債残高 13,341,114 千円

経常的収支額 2,681,901 千円

９ プライマリーバランス（基礎的財政収支）

公債費関連の歳⼊・歳出を除いた基礎的財政収⽀で、町債の元利償還⾦を除いた歳出と、町債

発⾏収⼊を除いた歳⼊のバランスを⾒ることにより、持続可能な財政状況であるかどうかが分か

ります。この数値がゼロあるいはプラスであれば、実質的な地⽅債の増加率は⻑期⾦利以下とな

り、経済成⻑率が⻑期⾦利を下回らない限り、経済規模に対する地⽅債の⽐率は増加せず、持続

可能な財政構造であるといえます。

歳入総額 10,347,857 千円

歳出総額 9,734,288 千円

行政コスト対税収等比率＝純経常行政コスト÷

（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等））×１００＝１００．５％

地方債の償還可能年数＝

地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）＝５．０年

基礎的財政収支＝歳入総額（繰越金・町債発行額及び財政調整基金取崩額を除く）—

歳出総額（町債元利償還額及び財政調整機均等積立額を除く）＝６１３，５６９千円



Ⅳ．与謝野町全体の財務４表について

与謝野町全体の財務４表の概要は下記のとおりです。普通会計に加えて、簡易⽔道特別会

計、下⽔道特別会計などの公営企業会計、国⺠健康保険特別会計、介護保険特別会計などの

公営事業会計を合わせた会計となっています。

（単位：百万円）

資産 71,091 負債＋純資産 71,091

負債 33,642
（内訳）

公共資産 64,938
（道路、公園、学校など） （借入金や将来支払う退職

投資等 3,355 手当など）

（基金、出資金、貸付金など）

流動資産 2,798 純資産 37,449
（現金・預金財政調整基金など）

うち歳計現金 2,686
（現世代が既に負担して支払

いが済んでいる正味の資産）

期首純資産残高 37,481
経常行政コスト 18,028 当期増減

（内訳）人に係るコスト 1,819 （内訳）純経常行政コスト △ 11,843
（人件費など） その他 11,811
物にかかるコスト 4,974
（物件費など） 期末純資産残高 37,449
移転支出的なコスト 10,590
（扶助費、補助費、繰出金など）

その他のコスト 646

（地方債利子など）

経常収益 6,186
（使用料、手数料など）

期首資金残高 2,660
純経常行政コスト 11,843

経常的収支 2,884
公共資産整備収支 △ 418
投資財務的収支 △ 2,440
当期収支 26

期末資金残高 2,686

与謝野町 財務書類４表の概要（平成26年度決算）（団体内連結）

貸借対照表（27.3.31現在）

行政コスト計算書 (H26) 純資産変動計算書 (H26)

資金収支計算書 (H26)

所有する資産です

将来負担する額です

既に負担した額です

「貸借対照表」とは、ストックベースで、現金のみならず、建物や土地なども含めた資産が現
在いくらあって、その資産形成にどれだけの負債を負っているかなどを示すもので、資産・

負債・純資産の３つの要素から構成されています。

資産形成につながらない、行政サービスに
かかるコストを示すもの

純資産がどのように増減したか示すもの

現金の動きを整理し、示すもの


